
◎　施策の基本情報

1　施策の目指す姿の実現に向けた主な取組実績

２　成果指標

３　成果指標の達成状況

施　策　評　価　シ　ー　ト　（ 平 成 ２ ８ 年 度 実 績 評 価 ） 

災害や様々な危険から守ら
れ、暮らしています

施策
主管課

消防本部警防課
施策主管
課長名

岡田　弘康政策№ 2-3 政策名総
合
計
画
中
期
プ
ラ
ン

現状と課題

防災危機管理体
制の充実

政策の
目指す姿

・迅速な救急救命の状況を示す救急車到着平均時間は、全国平均より早い水準で推移しています。
・高齢化等により救急出動件数が増加傾向にあり、救急車が到着するまでの時間に適切な応急手当ができる市民を増やす
ことが重要です。

関係課名施策№ 4 施策名
救急救助体制の強
化

施策の
目指す姿

迅速な救命・救助が行われて
います

(１)迅速な救急救命体制の構築
○救急隊員、救助隊員の養成
　・消防大学校や岩手県消防学校に入校
　・特殊車両運用のための各種免許の取得
　・救助技術訓練、救急隊員シミュレーション訓練の実施
　・各病院での実地研修、各種学会への参加
○救急救助資器材の充実
　・警防、救急救助資器材の更新整備
○医療機関との連携強化
　・メディカルコントロール協議会、救急業務懇談会、救急活動検証会の開催
(２)応急手当の普及
○市民への応急手当講習の実施
　・応急手当講習会の開催
　・広報誌やコミュニティＦＭ等を利用して講習受講の呼びかけ

成果指標名
成果指標設定の考え方

（なぜ、この指標で成果を測
ることにしたのか）

成果指標の測定企画
（どのように実績を把握す

るのか）
単位

数値
区分

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８
(基準年度)

Ｈ２５

救急車到着平均時間
（暦年）

救急救助体制の速度を
示す指標

救急出動に係る情報は
その都度救急統計シス
テムに入力し、毎年編
纂される消防年報に収
録している

分

目標値 7.8 7.8 7.8

実績値 7.8 8.1 8.2 8.1 8.1 8.1

応急手当実施率
（暦年）

応急手当てに対する市
民の理解度を示す指標

家族等による応急手当
てが実施された傷病者
数／救急搬送された心
肺停止傷病者数

救急隊の出動記録によ
り集計している

％

目標値 42.0 44.0 46.0

実績値 31.1 35.5 39.7 38.8 41.0 47.2

目標値

実績値

目標値

実績値

達成度 達成状況に関する背景・要因

Ｂ

■成果指標「救急車到着平均時間」・・・【達成度 b】
Ｈ２５をピークとしＨ２６で僅かに短縮、Ｈ２７、H２８は横ばいであり目標値を達成していない。
達成できなかった主な要因としては、携帯電話からの１１９番通報の増加と、管轄外への出場回数の増加が考えられる。
■成果指標「応急手当実施率」・・・【達成度　a】
Ｈ２３からＨ２５までは上昇傾向であったが、Ｈ２６は僅かに減少し、H２７、H２８は再び上昇した。
上昇した主な要因としては、継続している応急手当普及啓発が市民に浸透し始め、心肺停止傷病者への応急手当が実施さ
れている現場が増加していることが考えられる。



４　施策を構成する事務事業一覧

５　施策を構成する事務事業の検証

消防・救急救助充実強化事業 消防本部警防課

応急手当普及事業 消防本部警防課

応急手当講習会の開催（開催数：１７３回　受講者数：５，５２１人）
Ａ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ａ

（課題）
・救急車到着平均時間が、横ばい状態で目標値に達成していないことから、増加する携帯電話の通報要領と受付要領についての検討が必
要。
・応急手当実施率が、H２７、H２８は４０％台に上昇した。その要因として、過去から継続してきた応急手当普及事業が市民へ浸透し始めたこ
とが考えられるが、単年の実績であり、その効果を単純に把握できる事業ではないことから、今後も市民による応急手当実施率が向上するた
めの事業展開が必要。
・応急手当実施率の向上のみならず、応急手当の最終目標である「社会復帰」に導くことが必要。
・救急救命士養成計画に示されている目標人数４２人に達していないことから、今後も継続し養成していくことが必要。

（今後の方向性）
・救急車の適正利用と携帯電話１１９番通報の要領については、広報紙やコミュニティＦＭ等の活用を継続しＰＲするとともに、応急手当講習
会や防火講話会等での指導、携帯電話の位置情報システムの活用及び家庭内等における固定電話活用について啓発を図る。
・応急手当の実施率向上については、１１９番受信時に応急手当の口頭指導を通信指令員が行い充実を図る。
・救急救命士養成については、年次計画に基づき救急救命士養成研修所へ派遣する。

６　施策の総合的な評価

（①市民ニーズや市の関与の必要性が低下した事業、②投入コストのわりに成果が低い事業、③施策への貢献度の低い事業はないか）
なし

（施策の目標を達成するため、さらに成果の向上を図る事業はないか）
なし

（新たに取り組むべき事業はないか）
なし

1-3 メディカルコントロール協議会開催（２回）　救急業務（医療）懇談会（２回）　救急活動検証会（３回）　救急医療委員会
出席（１２回）

2

Ａ

番
号

1-2

1-1

消防本部警防課

空気呼吸器（１基）　空気呼吸器ボンベ（８本）　防毒マスク用面体（６個）　防毒マスク吸収缶（１８個）　救助服（１５着）
消火用ホース（６１本）　　クアドラフォグノズル（１台）

担当課事務事業名

事業内容（実績）

消防学校初・中級幹部養成(各３人)　救急・救助有資格者の養成（８人）　救助技術訓練（９２回）　救急隊員シミュレー
ション訓練（１２回）　救命士就業前病院実習（４人）　気管挿管病院実習（３人）　救命士病院実習（２９人）　処置拡大
講習（２人）

消防・救急救助充実強化事業 消防本部警防課

消防・救急救助充実強化事業

施策への貢献度

直結度 成果

Ａ

Ａ


